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2 月 20 日厚労省記者会見 
『親の病気療養でこどもを預かった経験のある 1人の専門里親サバイバーとして』 
 
私自身、子育て中に大腸がんに罹患し闘病時期は、高額療養費制度に大変お世話になり、感
謝しております。 
私は専門里親として親の病気療養でこどもを預かった経験からも申し上げます。 
 
現在、親が病気で金銭的に体力的に子育てを諦め、我が子を要保護児童として社会的養護

に頼る苦渋の選択をする人もいます。こどもは児童相談所を介し児童養護施設や里親家庭
へ委託され親と別々の暮らしになります。 

 
高額療養費制度、自己負担額引き上げの改正が行われれば、 

医療費が嵩み、生活のやりくりが難しくなり、充分な治療を受けられなくなり、心身ともに
追い込まれ、社会的養護に頼る苦渋の選択をする人が、子育てを諦めざるを得ない人がます
ます増えてしまうのではないでしょうか？ 

 
この改正で増える要保護児童と そこにかかる費用等の支出をどのように見積もってい

るのでしょうか？ 
 
家族が一緒に暮らせなくなる。 
これが石破総理大臣の言う『楽しい日本』なのですか？ 
 
私には『国民が苦しむばかりの日本』になってしまうと思えてなりません。 
 
今回の改正はいったん立ち止まり、他の省庁と協議し資料を揃えて 患者・家族の声を取り
入れて再審議となる事を切に望み願います。 

ー 14 ー



37 歳  肺がん ステージ 4  妻と 6歳の子どもがいます。 

ALK という遺伝子の異常が原因です。 

煙草は一度も吸ったことがありません。家族の遺伝等でもありません。 

健康診断で突然見つかりました。誰でもこうなる可能性があります。 

 

現在分子標的薬ローブレナを使用し、働きながら治療を続けています。 

この薬を毎日飲み続けないと、がんの進行を止めることはできません。 

生き続けるために、多数該当の金額を毎月のように支払っています。 

 

高額療養費の上限引き上げについて、全面凍結を強く求めます。 

多数該当の金額据え置きでは、残念ながら解決に至りません。 

今でも直近 12ヶ月で 3回上限に達しなければ、多数該当が使えません。 

その金額の上限を引き上げれば、さらに治療の継続が難しくなります。 

 

高齢者が問題の中心ではありません。 

引き上げ幅は、所得が高い人ほど恐ろしく上がります。 

例えば年収 650〜770万の人は 73%、今よりも上限が上がってしまいます。 

一生懸命働き、子育ても頑張る そんな現役世代を直撃する案です。 

 

がん治療は標準治療が原則であり、がんを抑えるために 

科学的に根拠のある、現状において最適な薬剤を医師が決めます。 

その医療費を、患者側でコントロールすることはできないんです。 

出てきた医療費を払えないなら、治療を諦めるしかなくなります。 

進行がんの患者にとっては、治療を諦めるというのは 

生き続けるのを諦めることです。 
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ステージ 4の患者は、今の医学では現状維持が目標となります。 

治療が続けられる限りは、子どもと長く一緒にいてあげたいです。 

しかし今回の上限引き上げで、家計の中の医療費が破滅的に高くなります。 

生き続ける限り払わなければなりませんが、いずれ限界がきます。 

子どもには未来があります。可能性があります。 

そのために使う資産を、治療費で食い潰すわけにはいかないんです。 

 

この案が決まれば、これから国民は絶望的な問いかけに直面します。 

国は現役世代から搾り取る姿勢を明確に示しました。 

高額療養費は国民皆保険の根幹です。最後の命綱なんです。 

保険というものは確率は小さいけれども、起こった時に破滅的な事態にな

る事象に備えるものです。 

その「最後の」命綱を断ち切ることを示した今回の案は、 

現役世代が命の選択を始めることにつながります。 

これは患者だけの話ではありません。 

 

今健康な人でも、ライフプランを考えた時、万一の備えは必要です。 

高額療養費の「代わりに」なるような民間保険があるとは思えませんが、 

もし存在していたとしても月々数万円の負担になるでしょう。 

手取りは一向に増えない 現役世代は手取りが年々削られている 

30 代男性でがんになる確率は１％未満と言われています。 

 

低確率のために、手取りを削ってそんな保険に入ろうと思うでしょうか？ 

しかし国は、万一の命綱すら当事者を無視して改悪してきました。 

人口構成を考えれば、改悪が一度きりで終わるとはとても思えません。 

ではどうするか？ ー 16 ー



 

子どもを持たないことが最適解になります。子育てにはお金がかかります。 

一度子供を産んだら、節約のために解約するなどできないんですよ。 

ならば、万一の際に身動きできなくならないように、産むのを諦めます。 

 

治療費を払えず亡くなってしまった父親 母親 

そういう境遇に子どもを晒すくらいなら、産むことそのものを諦めます。 

万が一難病にかかっても、一人ならいざとなれば生活保護があります。 

生活保護であれば、自分が支払う医療費は極端に抑えられます。 

 

我々が生き続けることを諦めることで作ったお金を 

子育て支援金に回すようですが、 

肝心の子どもは果たして存在するでしょうか？ 

 

現在苦しんでいる患者は、自分の 命 

今健康な人は、生まれたかもしれない 命 

 

国民に命の選択を迫り、そして諦めさせるのが、今回の案です。 

絶望から日本を守るために、全面凍結を強く求めます。 

 

2025.2.20 
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内閣総理大臣 石破  茂 様 

厚生労働大臣 福岡 資麿 様 

国会議員 各位 

 

高額療養費制度の「見直し」は「一部修正」ではなく撤回を 

命綱の制度を断ち切らないで 
 2025 年２月 10 日 

                   全国保険医団体連合会 
会長 竹田 智雄 

 

患者が支払う医療費負担限度額（高額療養費制度）を今年８月から段階的に引き上げる「見直し」

について、2025 年政府予算案に盛り込まれ、国会での審議が行われています。 

 今回の負担限度額引き上げはすべての年代、すべての所得階層が対象とされており、文字通り高

額療養費制度を利用する 1250 万人全員に大打撃となります。その引き上げ額も、70 歳未満の現役世

代の年収 650 万円から 770 万円の階層では、最終的に 1.7 倍（2027 年８月から）、５万円もの大幅な

負担増です。 

  

当会が子どもをもつがん患者の団体「キャンサーペアレンツ」有志と共同で行った調査では、半

数が病気で収入が減る上に、治療（年 50 万～100 万円が４割）と子育てにお金がかかり、現状でも

家計は厳しい。これ以上医療費の負担が増えれば、５割が「治療中断」、６割が「治療回数減」を考

えると回答しました。子どもの進路変更も検討しなければならない状況に追い込まれるとの回答も

５割に及んでいます。高額療養費制度は、がん患者をはじめ重篤な患者にとってまさに命綱であり、

今回の制度「見直し」は、それを断ち切るに等しいものです。 

 

今回の制度「見直し」を決定するにあたって、厚労省は、制度利用者の収入減少、医療費支出、受

診抑制を含む影響など、実態調査をまったく実施していません。患者団体などの声に押されて、福

岡厚労大臣は、「がん患者など当事者の声も真摯に受け止めながら、可能な限り幅広い合意形成が図

られるよう努めていきたい」と述べ（２月４日大臣会見）、与党も高額療養費制度の「多数回該当」

の引き上げを見直すなど一部修正を検討していると報じられています。 

 

多数回該当の利用者は 155 万人、外来特例を除く高額療養費制度の利用者は 795 万人と明らかに

されており、多数回に該当しない利用者（年１回から３回）は、640 万人（795 万人-155 万人）にな

ります。これらの利用者の多くは、所得区分に応じた上限額に加え、かかった医療費の１％を追加

で支払う必要があり、すでに相当な経済的な負担となっています。また、副作用による休薬などで

「多数回」にならない場合もあり、長期療養＝「多数回該当」というわけではありません。 

制度を利用している患者の治療費支出や家計の支払い余力など何ら調査することなく、長期の患

者だけ配慮することで「解決」とすることは、患者間の新たな分断・軋轢を生んでしまいかねませ

ん。 

 

そもそも重篤な疾患で治療を継続している患者にさらなる負担を強いて、財源を捻出するという

手法そのものが社会保障の概念とは相いれないものであり、公的医療保険の仕組みを根幹から突き

崩すものです。負担増で「治療を断念せざるを得ない」と思わせているだけでも、今回の制度改悪に

大義も道理もありません。全世代に打撃となる高額療養費制度の「見直し」は直ちに撤回すべきで

す。 

ー 18 ー



高額療養費 基礎データ 

保団連 本並 
 
１．利用状況 

（１）国民全体 
高額療養費 年 1 回以上の利用者   795 万人 
多数回該当（年 4 回以上利用者） 155 万人  
 
（２）現役世代（70歳未満）の利用状況 

現役世代（70 歳未満）  年 1 回以上利用者は 400 万人 
（内訳）  
年収 770 万以下の中低所得層で 370 万人が利用（現役世代の 92％） 
※年収 770 以下の方は、現役世代全体の被保険者数の 84％を占める 
 
（３）問題点 

○年収 650 万円から 770 万円の階層は 2027 年 8 月から 1.7 倍 5 万円の負担増となる。 
〇全世代の負担増だが、特に現役世代の中低所得層を狙い撃ち 
〇利用者・当事者の人数は制度改悪が固まった後の 1 月 23 日医療保険部会で初めて公表された。 
〇制度利用者の収入減少、医療費支出、受診抑制を含む影響など実態調査は未だ実施していない。 
 
２．厚労省は患者の受診抑制 2270億円を見込む 

（１）制度改悪による財政影響 
医療費削減 ➡5330 億円 
（内訳） 
患者負担増 ➡3060 億円 
受診抑制  ➡2270 億円 
 
（２）受診抑制 

1 月 23 日医療保険部会に提出された資料では、受診抑制 2270 億円を見込む。 
※厚労省は受診回数や治療中断を折り込んだ上で提案。 

 
３．保険料軽減はわずか月 46円～208円 

（１）保険料 
一人当たり保険料で年間 1100 円～5000 円の引き下げ。 
月額では 92 円～417 円と見込む。 
勤労者の場合、保険料は企業主負担と折半のため、保険料軽減は月 46 円～208 円と微々たるも

の。 
 
４．子育て支援財源を盾に命綱を破壊  

〇28 年度に 3.6 兆円の財源確保、うち 1 兆円は社会保障費削減で捻出 
〇高額療養費で最終年度には 3500 億円程度を確保 
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.4
2
倍

(4
4
,0
0
0
円

)
(6
3
,0
0
0
円

)
(1
9
,0
0
0
円

)
(1
.4
3
倍

)
8
8
,2
0
0
円

8
,1
0
0
円

1
.1
倍

(4
8
,9
0
0
円

)
(4
,9
0
0
円

)
(1
.1
1
倍

)
7
9
,2
0
0
円

2
1
,6
0
0
円

1
.3
8
倍

(4
8
,3
0
0
円

)
(4
,3
0
0
円

)
(1
.1
倍

)
5
7
,6
0
0
円

6
9
,9
0
0
円

1
2
,3
0
0
円

1
.2
1
倍

(4
4
,0
0
0
円

)
(4
7
,4
0
0
円

)
(3
,4
0
0
円

)
(1
.0
8
倍

)
6
0
,6
0
0
円

3
,0
0
0
円

1
.0
5
倍

(4
6
,5
0
0
円

)
(2
,5
0
0
円

)
(1
.0
6
倍

)
3
5
,4
0
0
円

3
6
,3
0
0
円

9
0
0
円

1
.0
3
倍

(2
4
,6
0
0
円

)
(2
5
,2
0
0
円

)
(6
0
0
円

)
(1
.0
2
倍

)
※
　
上
段
は
月
負
担
限
度
額
、
（
　
　
）
は
多
数
回
該
当
（
注
）
の
月
負
担
限
度
額
。

　
　
　
(注

)直
近

１
年
で
３
回
、
負
担
限
度
額
を
超
え
た
場

合
、
４
回

目
以

降
は

月
負

担
限

度
額

が
下

が
る
措

置
。

※
　
年
収
3
7
0
万
円
以
上
の
層
で
は
、
月
負
担
限
度
額
に
（
一
定
額
を
超
え
る
医
療
費
×
１
％
分
）
が
別
途
追
加
さ
れ
る

　
（
上

記
表

に
は

未
記

載
）
。

※
　
厚

生
労

働
省

「
大

臣
折

衝
事

項
」
に
基

づ
き
作

成
。

住
民

税
非

課
税

～
2
0
0
万

円

2
0
0
万
～

2
6
0
万

円

1
,0
4
0
万

～
1
,1
6
0
万

円

1
,1
6
0
万

～
1
,4
1
0
万

円

1
,4
1
0
万

～
1
,6
5
0
万

円

1
,6
5
0
万

円
～

2
6
0
万

～
3
7
0
万

円

3
7
0
万

～
5
1
0
万

円

5
1
0
万

～
6
5
0
万

円

6
5
0
万

～
7
7
0
万

円

7
7
0
万

～
9
5
0
万

円

9
5
0
万

～
1
,0
4
0
万

円

住
民

税
非

課
税

3
7
0
万

円
未

満

3
7
0
万

～
7
7
0
万

円

7
7
0
万

～
1
,1
6
0
万

円

1
,1
6
0
万

円
～
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加入者数 受給者数 負担増率 加入者数 受給者数 負担増率
(万人) (万人) （最終） (万人) (万人) （最終）

計 9640 400 - 2750 850(600) -
1,650万円～ 140 2 1.76倍 20 2 1.76倍
1,410万～
1,650万円

80 1 1.43倍 7 0 1.43倍

1,160万～
1,410万円

170 2 1.15倍 8 1 1.15倍

1,040万～
1,160万円

230 5 1.51倍 7 1 1.51倍

950万～
1,040万円

320 6 1.32倍 9 1 1.32倍

770万～
950万円

580 10 1.13倍 10 1 1.13倍

650万～
770万円

1030 40 1.73倍 30 5 1.73倍

510万～
650万円

1280 40 1.42倍 50 7 1.42倍

370万～
510万円

1820 70 1.1倍 80 10 1.1倍

260万～
370万円

1780 80 1.38倍 390 120(90)
1.38倍

(1.56倍)
200万～
260万円

740 30 1.21倍 220 70(50)
1.21倍

(1.56倍)

～200万円 770 40 1.05倍 870 170(90)
1.05倍

(1.11倍)

住民税非課税 720 70 1.03倍 670 290(240)
1.03倍

(1.63倍)

住民税非課税
（一定所得以下）

- - - 370 160(130)
1.03倍
(1倍)

※　令和４年度の医療費、加入者数をベースとして、現行の高額療養費制度に当てはめた

　場合の受給者数を推計したもの。なお、患者負担割合については後期高齢者の２割負担

　導入後のものとし、配慮措置については考慮しないものとして推計。

※　受給者数の（）内は、年１回以上「外来特例」（年間上限を除く）に該当する者の数。

※　負担増率は、現行の負担上限額から最終の見直し後の負担上限額になった際の倍率。

　なお、（）内は「外来特例（月額）」の負担上限額。

　　　　　　　厚生労働省社会保障審議会医療保険部会（2025年1月23日開催）資料より作成

年収区分
70歳未満 70歳以上
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